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　 H A C H I J U N I 　  B A N K

　皆様には、平素より私ども八十二銀行をご利用、お引立てをいただき、誠にありがとうございます。
　当行は昭和6年の創業以来、地域の中枢金融機関として地域経済の発展とともに成長し、今日の基盤を築き上げてまいりま
した。これもひとえにお客さまや株主の皆様、そして地域の皆様の永年にわたるご支援の賜であり、役職員一同心より感謝申し
上げます。
　当行についてのご理解をより一層深めていただくとともに、平成26年9月期の業績、営業内容をできるだけわかりやすくご紹
介するため、「八十二レポート2014.9」を作成いたしました。皆様のご参考になれば幸いに存じます。
　日本経済は、各種政策効果や日銀による大胆な金融緩和政策により円高が是正され、株価が上昇するなど、マインドの変化を
促す兆しが見えてまいりました。当行の主要な営業基盤である長野県経済においても持ち直しに向かう動きがみられます。
　平成26年度は、第29次長期経営計画の最終年度にあたり、テーマである「お客さまの発展、私たちの変革、インフラの進化
～３つの挑戦～」の実現に向けてより一層の取組みを進めております。
　事業を営むお客さまに対しては、資金面のみならず、あらゆる分野について銀行の持つネットワークを総動員して、一歩踏み込
んだソリューションを共に考えてまいります。個人のお客さまには、広範にわたる機能を最大限に駆使し、ライフステージに最適
な商品・サービスを提供してまいります。我々役職員におきましては、人材の重要性がますます高まっているなか、自ら考え、判断
し、解決していける自立型人材の育成を目指し、研修やOJTなどの教育に力を注いでまいります。そして、正確・迅速・効率的な
事務処理体制を構築し、便利で高度なサービスを提供してまいります。
　なお、法令等遵守態勢や顧客保護等管理態勢など各リスク管理の強化につきましては、グループ企業も含め今後も努力を惜
しむことなく継続してまいります。
　引続き地域のリーディングバンクとして役職員全員が一丸となり、お客さまのために知恵を絞り、汗を流して皆様のご期待にお
応えすべく努力してまいりますので、今後とも、より一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成26年12月
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「地域・県民のよりどころ」「小気味よいお客さま対応」 「利用者の立場に立った業務運営」

「高いコンプライアンス意識」 「職員一人一人がいきいきはつらつ、
責任を持ちスピーディに行動」

「先進的で誇れるシステム」 「確実・効率的で安心な
事務・システム、事務態勢」

「健全そのもの、コンスタントで
確実な収益体質」

八十二銀行 ８つの輝き

　当行は、平成24年4月より平成27年3月までの3年間を計画期間とする第29次長期経営計画「お客さまの
発展、私たちの変革、インフラの進化～3つの挑戦～」を策定し、取組んでおります。

　第29次長期経営計画は、経営理念に基づく「八十二銀行のありたい姿」（長期ビジョン）を実現するために八十二
グループに求められる方向性を明確にしたものです。
　なお、短期経営計画は、長期経営計画の主要施策を実現するために取組む具体的施策となっております。

長期経営計画の位置づけ

経営理念

第29次長期経営計画

3つのテーマ 主要施策

短期経営計画

具体的施策長期ビジョン
（ありたい姿）

～お客さまの発展～「お客さまの課題を解決する」

～私たちの変革～「自ら考え行動する人材になる」

～インフラの進化～「IT化によりインフラを強化する」

●お客さまの経営課題に応じた最適なソリューション提供　●「生涯取引銀行」の確立　●グローバル化への対応主要施策

●自立型行動への転換　●高いスキルを身につけ、切磋琢磨する集団への脱皮主要施策

●広範にわたるIT活用　●業務の集中主要施策

■テーマⅠ 

■テーマⅡ 

■テーマⅢ 

『日本の真ん中で 輝いている銀行』
　経済のグローバル化・高度化への対応、八十二銀行ならではの強みの確立、コンプライアンス・内部統制の強化など経営の
質向上、職員がいきいきと輝く組織づくりなど、総合的な企業価値の向上に取組み、永続的に発展する銀行を目指します。

8つの輝き

　第29次長期経営計画は、「環境変化を趨勢的に捉え、構造的な問題・課題に対応するための行動計画」を示すもの
として、当該計画期間中に取組むべきテーマと、テーマに対応するための主要施策により構成しております。

第29次長期経営計画の構成

　八十二銀行の“輝く姿”
を、お客さま、地域、財務、
組織風土などの視点か
ら捉え、8つの輝きとし
て掲げます。

経営方針
経営理念

八十二銀行のありたい姿（長期ビジョン）

長期経営計画

『健全経営を堅持し、もって地域社会の発展に寄与する』
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単体中間決算の概要
　 H A C H I J U N I 　  B A N K

用 

語 

解 

説

●業務粗利益
　利息収支を示す「資金利益」、各種手数料等の収支を示す「役務取引
等利益」、商品有価証券などトレーディング損益を示す「特定取引利
益」、債券・外国為替などの売買損益を示す「その他業務利益」を合計し
たものです。
●コア業務純益
　国債等債券損益を控除した業務粗利益から経費を差し引いたもので
す。一時的な要因に左右されない銀行の本来業務での収益を示してい
ます。
●実質業務純益
　業務粗利益から経費を差し引いたものです。



経常収益
資金運用収益
（うち貸出金利息）
（うち有価証券利息配当金）
信託報酬
役務取引等収益
特定取引収益
その他業務収益
その他経常収益
経常費用
資金調達費用
（うち預金利息）
役務取引等費用
その他業務費用
営業経費
その他経常費用
経常利益
特別利益
特別損失
税引前中間純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
中間純利益

科　　目 金　　額

（単位：百万円）

72,562
42,377

（27,508）
（14,374）

1
9,048
148
3,594
17,391
51,398
4,730

（1,314）
3,980
213

30,350
12,121
21,164

1
143

21,022
6,721
28

6,749
14,273

（資産の部）
現金預け金
コールローン
買入金銭債権
特定取引資産
金銭の信託
有価証券
貸出金
外国為替
その他資産
有形固定資産
無形固定資産
前払年金費用
支払承諾見返
貸倒引当金
資産の部合計

科　　目 金　　額
（単位：百万円）

310,678
83,283
59,244
22,527
64,713

2,519,969
4,483,445
24,137
56,895
31,991
5,290
19,700
36,325

△ 53,561
7,664,642

（負債の部）
預金
譲渡性預金
コールマネー
債券貸借取引受入担保金
特定取引負債
借用金
外国為替
その他負債
退職給付引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶発損失引当金
繰延税金負債
支払承諾
負債の部合計
（純資産の部）
資本金
資本剰余金
資本準備金
利益剰余金
利益準備金
　その他利益剰余金
　　固定資産圧縮積立金
　　別途積立金
　　繰越利益剰余金
自己株式
株主資本合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等合計
新株予約権
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

科　　目 金　　額
（単位：百万円）

6,005,189
541,770
6,444

202,416
6,128
74,806
1,264

117,382
9,736
649
1,328
64,970
36,325

7,068,410

52,243
29,609
29,609
362,680
47,610
315,069

911
291,600
22,558
△ 5,002
439,530
174,082
△ 17,611
156,470

229
596,231
7,664,642

◆中間貸借対照表（平成26年9月30日現在） ◆中間損益計算書
   （平成26年4月1日から平成26年9月30日まで）

単体中間決算の状況

H A C H I J U N I 　  B A N K 　



経営の健全性

0

4

8

12

20

16

（単位：%） Tier1比率総自己資本比率Tier1比率総自己資本比率
〈単体〉 〈連結〉

国
際
統
一
基
準

平成25年9月期 平成26年3月期 平成26年9月期
（速報値）

平成25年9月期 平成26年3月期 平成26年9月期
（速報値）

普通株式等Tier1比率 普通株式等Tier1比率 （単位：%）

17.55

14.66
14.66

18.02

15.63
15.63

18.44

15.50
15.33

18.85

16.42
16.23

18.76

15.84
15.84

19.71

16.72
16.48

◆自己資本比率（国際統一基準）の状況
　当行は国際統一基準行であるため、平成25年3月末からバーゼルⅢ基準で自己資本比率を算出しております。総自己資本比
率（速報値）は、単体で18.76％、連結で19.71％となりました。
　なお、信用リスク・アセットについては「基礎的内部格付手法」を、オペレーショナル・リスク相当額については「粗利益配分手
法」を用いて算出しております。

◆格付
S&P 「A」、  R&I 「A+」
　「格付」とは、企業などが発行する債券や銀行預金の元金・利息支払いの安全性を、第三者
の格付機関が評価し、簡素な記号で表したものです。企業の安全性を客観的に評価した指
標として、広く知られております。
　当行は長期格付について、スタンダード＆プアーズ（S＆P）から「A」（債務を履行する能
力は高い）を、格付投資情報センター（R＆I）から「A+」（信用力は高く部分的に優れた要素
がある）の格付を取得しており、当行に対する高い評価を示しております。
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（平成26年9月30日現在）

安
全
性
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語 

解 

説

●総自己資本比率
　資産に対する自己資本（純資産）の割合。金融機関の健全性を測る指標と
して用いられ、一定の水準をクリアすることが義務づけられています。海外に店
舗を有する銀行は、国際統一基準による自己資本比率規制（バーゼルⅢ基準）
で８％以上が必要とされています（Tier１比率は６％以上、普通株式等Tier１比
率は4.5％以上必要）。総自己資本比率は以下の算式により算出しています。

（注1） リスクの度合いに応じて調整した総資産の金額
（注2） 粗利益を業務区分に区分けし、それぞれに掛目（リスク・ウェイト）を掛けた額

●Tier1資本の額
　資本金・内部留保等から構成される資本です。

●Tier2資本の額
　経過措置により算入される有価証券含み益等から構成される資本です。

Tier１資本の額（普通株式等Tier1資本の額＋その他Tier１資本の額）＋Tier2資本の額
信用リスク・アセットの額（注1）の合計 ＋ オペレーショナル・リスク相当額（注2）の合計を8％で除して得た額

　 H A C H I J U N I 　  B A N K
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◆金融再生法開示債権と保全状況
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◆リスク管理債権と保全状況

用 

語 

解 

説

●破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　資産自己査定により破綻先及び実質破綻先に区分された債権です。
　　破綻先・実質破綻先：法的・形式的に経営破綻の事実が発生している先

　　　　 　 及び実質的にそれと同等の状況にある貸出先
● 危険債権
　資産自己査定により破綻懸念先に区分された債権です。
　　破綻懸念先：今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる貸出先

●要管理債権
　資産自己査定により要注意先に区分された債権のうち、3ヵ月以上延滞債
権及び貸出条件緩和債権に該当する債権です。
　　要注意先：今後の管理に注意を要する貸出先
●正常債権
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、要管理債権を除く債権で
す。

（注）1．リスク管理債権は対象が貸出金のみですが、金融再生法開示債権は対象が貸出金のほか、外国為替、支払承諾見返、未収利息、仮払金、貸付有          
　　　 価証券となっております。なお、部分直接償却は実施しておりません。
        2．上記の開示額は、差入れられた担保などによる回収を考慮しておりませんので、当行の将来の損失をそのまま表すものではありません。

用 

語 

解 

説

●破綻先債権
　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により
元本又は利息の取立又は弁済の見込がない貸出金のうち、破産、会社更生、民事
再生など法律上の整理手続きの開始申立があった債務者及び手形交換所におい
て取引の停止処分を受けた債務者に対する貸出金のことです。
●延滞債権
　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により
元本又は利息の取立又は弁済の見込がない貸出金のうち、破綻先債権及び債務
者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外

の貸出金のことです。
●3ヵ月以上延滞債権
　元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸出金
で、破綻先債権及び延滞債権に該当しない貸出金のことです。
●貸出条件緩和債権
　貸出先の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の貸出先に有利となる取決めを行った貸
出金で、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸出金のこ
とです。

H A C H I J U N I 　  B A N K 　



連結中間決算の概要
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　当行及び当行の関連会社は、当行と連結子会社10社で構成され、銀行業務を中心にリース業務などさまざまな金融サービ
スを提供しております。
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（単位：億円）連結中間純利益連結経常利益
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◆損益の状況

◆銀行・子会社等の事業内容と組織構成

◆連結リスク管理債権の状況
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55
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1,060

1,392
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1

1,010

47
1,301

（注） グループ企業には、この他に有限会社こだまインベストメント、八十二亜洲有限公司（香港）及び投資事業組合等がありますが、重要性が乏しいこと
　　から連結決算上は非連結としております。

（平成26年9月30日現在）
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株式会社八十二銀行
連結子会社

連結子会社

連結子会社

◆八十二ビジネスサービス株式会社（事務代行業務）　
◆八十二スタッフサービス株式会社（労働者の派遣業務）
◆やまびこ債権回収株式会社（債権管理回収業務）
◆株式会社八十二ディーシーカード（クレジットカード業務）
◆八十二信用保証株式会社（信用保証業務）
◆八十二システム開発株式会社（システム開発）

◆八十二リース株式会社（リース業務）
◆八十二オートリース株式会社（リース業務）

◆八十二証券株式会社（有価証券の売買等）
◆八十二キャピタル株式会社（投資業務）

銀行業

リース業

その他



連結中間決算の状況

H A C H I J U N I 　  B A N K 　

◆中間連結貸借対照表（平成26年9月30日現在）

（資産の部）

現金預け金

コールローン及び買入手形

買入金銭債権

特定取引資産

金銭の信託

有価証券

貸出金

外国為替

リース債権及びリース投資資産

その他資産

有形固定資産

無形固定資産

退職給付に係る資産

繰延税金資産

支払承諾見返

貸倒引当金

投資損失引当金

資産の部合計

経常収益

資金運用収益

（うち貸出金利息）

（うち有価証券利息配当金）

信託報酬

役務取引等収益

特定取引収益

その他業務収益

その他経常収益

経常費用

資金調達費用

（うち預金利息）

役務取引等費用

その他業務費用

営業経費

その他経常費用

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

少数株主損益調整前中間純利益

少数株主利益

中間純利益

科　　目

（単位：百万円）（単位：百万円）

金　　額科　　目 金　　額

（負債の部）

預金

譲渡性預金

コールマネー及び売渡手形

債券貸借取引受入担保金

特定取引負債

借用金

外国為替

その他負債

退職給付に係る負債

睡眠預金払戻損失引当金

偶発損失引当金

特別法上の引当金

繰延税金負債

支払承諾

負債の部合計

（純資産の部）

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

退職給付に係る調整累計額

その他の包括利益累計額合計

新株予約権

少数株主持分

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

（単位：百万円）

科　　目 金　　額

320,462

83,283

59,244

22,527

64,713

2,527,983

4,430,298

24,137

61,326

85,400

38,493

5,674

18,176

3,245

36,325

△ 62,269

△ 1

7,719,021

5,990,539

540,660

6,444

202,416

6,128

82,910

1,264

136,644

11,802

649

1,328

11

64,723

36,325

7,081,848

　

52,243

29,674

376,487

△ 5,002

453,402

174,448

△ 17,611

△ 1,516

155,320

229

28,220

637,173

7,719,021

91,448

42,506

（27,569）

（14,417）

1

10,894

603

20,512

16,930

67,557

4,784

（1,312）

3,192

14,842

32,594

12,143

23,890

1

558

23,333

7,783

△ 76

7,707

15,626

1,049

14,577

◆中間連結損益計算書
   （平成26年4月1日から平成26年9月30日まで）



営業面の取組み
　 H A C H I J U N I 　  B A N K

お客さまの経営課題に応じて最適なソリューションを提供

　八十二銀行グループは、お客さまの経営パートナーとし
て、ライフステージに応じたさまざまな経営課題解決のお
手伝いをしております。

◆法人・個人事業主のお客さまへ

 創業・新事業展開支援
　創業・起業をお考えのお客さま、新分野への事業展開に取組ん
でいるお客さまに対し、資金面・事業面での支援を行っております。

 多様な資金調達手段の提供

　お客さまの事業拡大等における資金調達ニーズに対し、
動産・債権担保融資（ABL）等の多様な資金調達手段を提供
しております。　　　　　　　　　　　

 事業成長・地域経済活性化への取組み

　お客さまの発展、地域経済活性化のため、多様なビジネス
マッチングの機会や事業資金の提供を強化しております。

 M＆A・事業承継

　外部専門家を含めた専門のサポート体制を敷き、事業多角
化や事業承継といった経営課題の解決を支援しております。

 経営改善支援・事業再生

　経営に課題を抱えるお客さまに対し、営業店と本部専門
部署・長野県中小企業再生支援協議会等の外部機関が連携
し、経営課題の解決を支援しております。
　また、資本性借入金（DDS）や、地域再生ファンドを活用し
た事業再生への取組みを行っております。

※日本銀行の「成長基盤強化を支援するための資金供給」に対応し、医療福祉・環境対 
　策・農業・事業再編などの地域経済の成長を下支えする18項目の取組みに対する融資

地域成長基盤強化に向けた取組みに対する融資※
272件／ 14,594百万円（平成26年度上期実績）

「はちにの女性向け創業セミナー」の開催（平成26年7月）

　女性の創業・起業に向けた課題解決
のため、女性創業者による体験談や専
門家による実務講演と個別相談会を
実施いたしました。新産業・新事業の
創出支援により、地域経済の活性化に貢献してまいります。

130先／ 8,896百万円
30件／ 2,710百万円

ABL（期末残高）
私募債（引受け実績）

（平成26年度上期実績）

　八十二証券との銀証連携強化により、仕組債や外債等
を取り揃え、幅広い資金運用ニーズにお応えしております。

法人向け仕組債（八十二証券との金融商品仲介）
213件／6,913百万円（平成26年度上期実績）

 幅広い資金運用ニーズへの対応

「ライフスタイルアイテム販路支援個別商談会」の開催（平成26年7月）

「八十二医療福祉経営セミナー」の開催（平成26年8月）

　地域経済活性化を支援する目的で、地域資源を活用したケア商
品やクラフト商品等の販路拡大に向けた商談会を開催いたしま
した。新たなビジネスパートナーとのマッチングや事業成長の機
会を提供することで、お客さまの発展を支援してまいります。

　成長分野である医療・福祉分野への
取組みとして、「高齢者住宅」と「介護施
設」の展開と新規参入についてセミナー
を開催いたしました。成長産業に対する
サポートを通じ、地域経済の成長に寄与してまいります。

（平成26年度上期実績）

ビジネスマッチング成約件数　1,820件（平成26年度上期実績）

事業承継コンサルティング実施 131社
／うち有料受託 8社

M&Aアドバイザリー受託 6件
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グローバル化への対応

 アジアにおけるネットワーク

　当行は、アジアの統括拠点としてフルバンキングで支店
業務を行う香港支店のほか、大連・上海・バンコク・シンガポ
ールに各駐在員事務所を有し、アジアの主要5都市をカバ
ーする自行ネットワークを構築しております。
　地方銀行有数のアジアネットワークを活かし、海外拠点
及び市場国際部の専門スタッフが、お客さまの海外取引、
海外進出及び進出後の事業展開など、幅広いサポートを展
開しております。  資金調達支援

　海外進出にあたっての資本金や、本社から海外現地法人
への貸付金（親子ローン）原資などの本社向け融資のほか、
国内営業店及び香港支店から海外のお客さまに直接融資
するクロスボーダーローンへの取組みも強化しております。
対象は、中国、タイ、インドネシア、ベトナム等、14ヵ国・地域
に拡大しております（平成26年9月末時点）。
　加えて提携銀行などとの連携により、お客さまの海外現
地法人の資金調達ニーズにお応えしております。

 グローバルな人材の育成

　グローバルな人材育成の一環として、
職員の海外派遣や視察研修を積極的に
行っております。平成26年9月末時点で、
アジア各国及び米国（ニューヨーク）に職
員9名を長期派遣しております。また、若手営業担当者向けの
「法人基礎研修」では、平成26年1月に香港・中国華南地区、
7月に上海・中国華東地区を視察いたしました。当行海外駐
在員による進出支援業務のレクチャーやお取引先の工場視察
を通じ、グローバル化に対応できる人材を育成しております。

　さらに、職員向け自主参加研修
「菁菁塾」では、長野県内の大学院
に通う外国人留学生を講師とした、
中国語講座、ミャンマー語講座を開
催いたしました。

香港支店の移転

　平成26年4月、中国大陸へのアクセ
ス向上等を目的として、香港支店を九龍
の尖沙咀地区に移転いたしました。中国
本土との一体化が進む香港で、人民元を
はじめとする中国ビジネスを一層強化いたします。金融センター
である香港の自由なビジネス環境と地の利を活かし、東南アジ
ア諸国等クロスボーダーでの営業展開を進めてまいります。

海外関連セミナーの開催

　新たなマーケットに関する情報提供を目的に各外部専門機
関と連携し、海外関連セミナーを実施いたしました。独立行
政法人国際協力機構（JICA）等とラオスの投資環境について
セミナーを開催、一般社団法人長野県経営者協会が開催する
ハラルとイスラムについてのセミナーを後援いたしました。



営業面の取組み
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◆個人のお客さまへ

 ローンのお取扱い
　住宅や車の購入から、お使いみち自由なローンまで、さま
ざまなローン商品をご用意しております。また、インターネッ
ト・郵便・ファックスによるお申込みも承っております。

カウンセリング態勢
　厳しい経済環境のなか、住宅ローンなどの返済計画の
見直しをご検討されているお客さまに、ご事情に合わせ
た返済方法の変更を提案しております。

 相談態勢の充実
　「82プラザ」「ローンプラザ」は、平日に
加え、土・日・祝日（12/31～1/3を除く）
も営業しております。豊富な業務知識と
経験を持つ専門スタッフが、ローン・資
産運用・年金・保険の見直しなど各種ご相談を承ります。

 八十二証券との連携
　長野県内3ヵ店（当行須坂支店・伊那市駅前支店・飯田駅
前支店）を八十二証券との共同店舗とし、銀行・証券商品を
ワンストップで提供しております。また、金融商品仲介店舗
として当行全店舗（一部の出張所等を除く）にて、八十二証
券の証券口座開設や取扱商品の仲介等を行っております。

 資産づくりのお手伝い
　一人ひとりのお客さまの最適な資産づくり、資産運用・資産
形成ニーズにお応えする商品・サービスを提供しております。

 各種セミナーの開催
　個人のお客さま向けセミナーを各地で開催しております。
お金に関する疑問にお答えしたり、上手なお金とのつきあい
方、生活設計・家計見直しのヒントになる情報を提供するな
ど、多彩なテーマで行っております。

 その他の商品・サービス
多機能カード〈HaLuCa〉
　〈ＨａＬｕＣａ〉は「クイックカード」と「クレジ
ットカード」を１枚にすることも可能な、便利
なカードです。公共料金のお支払いから、海
外旅行などあらゆるシーンでご利用いただけます。

インターネットバンキング
　パソコン・スマートフォン・携帯電話からさまざまな銀
行取引が簡単にできるサービスです。便利でお得に、安心
してご利用いただけるよう、機能・サービスの充実、セキュ
リティ強化に努めてまいります。　

ます

ご契約者数：367,000人（平成26年9月30日現在）

お客さまと共に歩む生涯取引銀行

　お客さま一人ひとりのライフステージに合わせた商品・サービ
スのご提供を通じ、生涯にわたる良きパートナーを目指します。   

長野県PRキャラクター「アルクマ」の活用

　長野県とともに信州の魅力を県内
外に発信するため、長野県 PRキャラ
クター「アルクマ」を通帳・広告宣伝
物等のデザインに採用いたしました。

82プラザ岡谷の開設（平成26年8月）

　岡谷支店の移転に合わせ、岡谷支店
内に「82プラザ岡谷」を開設いたしまし
た。長野県内9ヵ所目の82プラザとし
て、個人のお客さまの幅広いニーズにお
応えしてまいります。ローンに関するご相談や資産運用、年金相
談などさまざまなご相談を毎日（12/31～1/3を除く）承ります。



C S R（企業の社会的責任）への取組み

H A C H I J U N I 　  B A N K 　

 
　当行は、環境保全活動を「CSR（企業の社会的責任）の根
幹」と位置づけ、持続可能な地域社
会の形成に寄与するため、以下の
「3本の柱」を掲げ、環境保全活動
を展開しております。

● 環境配慮型金融商品・サービスのご提供

● ハイブリッド車・天然ガス車・
　電気自動車の導入
● オイルタンクの地上化
● 店舗・設備の省エネ化
● 古紙回収・再生・利用の一貫システムの導入
● クールビズ・ウォームビズの実施
● エコ通勤の実施
● 環境会計

　当行は、「健全経営を堅持し、もって地域社会の発展に寄与する」を経営理念に掲げ、皆様に信頼されお役に立つ銀行として歩
んでいくことを事業活動の基本としております。金融面のサービスにとどまらず役職員一人ひとりがお客さま・地域社会の発展に
貢献し、企業の社会的責任を果たしていくことが使命であると考えております。

｢環境に配慮し、自然環境と共存す
る八十二銀行｣を表しています。

「八十二の森」活動　～美鈴湖の森での活動をスタート～

 環境保全活動

3本
の柱

3本
の柱

3本
の柱

銀行本来業務による環境保全活動

自らの環境負荷低減活動

地域貢献と環境教育の充実

　長野県内5ヵ所の「八十二の森」活動拠点で、職員による森
林整備活動を実施しております。平成26年度は、松本市美鈴
湖の森を新たな拠点とし、第1回目の活動では役職員256名
が集まり盛大にオープニングセレモニーを開催いたしました。
　9月末までの8回の活動には、延べ779名の役職員・家族
が参加し、下草刈り・間伐・シカの食害防止ネット巻き・遊歩
道の整備などに取組んでおります。

信州環境フェア2014

 社会貢献活動

ボランティア活動
　「八十二ボランティアクラブを組織し、職員一人ひとり
が積極的に社会貢献活動を行っております。「長野県縦
断駅伝」など地域を代表するイベント運営への協力、福祉
関連や県内各地での清掃ボランティアなど活動は多岐に
わたり、平成26年度9月末までの参加人員は延べ3,400
名となりました。
公益財団法人八十二文化財団の活動
　八十二文化財団は、芸術・文化面
から地域社会の発展に寄与するこ
とを目的に、昭和60年に設立さ
れ、地域の芸術、文化の振興と豊かで潤いある生活づく
りに寄与するため活動しております。地域の文化・芸術に
関する調査・研究や機関紙「地域文化」等の発行、文化講
演会、コンサート等の多彩な事業を行っております。

● キッズ ISOプログラム事業への協力
● 森林学習館（戸隠）の命名権取得
● 信州環境フェアへの出展
● 環境ボランティアへの参加
● 「八十二の森」活動



会社概要

役員

　 H A C H I J U N I 　  B A N K

名　　　称　株式会社八十二銀行
本店所在地　〒380-8682 
               　 長野市大字中御所字岡田178番地8
電 話 番 号　026（227）1182
創　　　立　昭和6年8月1日
拠　　　点　国内　152店舗
               　本支店141（内長野県内122）
               　出張所  11（内長野県内  10）
               　店舗外現金自動設備205ヵ所
　　　　　　海外　支店1（香港）　
 　　　駐在員事務所4
                           （大連、上海、バンコク、シンガポール）
従 業 員 数   3,225人

資　本　金          522億円
発行済株式数     511,103千株
総　資　産   7兆6,646億円
純　資　産       5,962億円
預 金 残 高      6兆51億円
貸出金残高　4兆4,834億円
総自己資本比率　   連結19.71％（速報値）
（国際統一基準） 　単体18.76％（速報値）

山 浦 愛 幸

曲 渕 昭文

湯 本 一昭

小 松 哲 夫

竹 鼻 賢 一

取 締 役 会 長
（代表取締役）

取 締 役 頭 取
（代表取締役）

取締役副頭取
（代表取締役）

常 務 取 締 役
東京営業部長

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役
松本営業部長

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

太 田 英 行

小 池 輝 幸

浜村 雄九二

草 間 三 郎＊

宮 下 浩

齊 藤 明 雄

堀 井 朝 運

宮 澤 建 治

門 多 丈

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

監 　 査 　 役

監 　 査 　 役

監 　 査 　 役

＊

＊

＊

（平成26年9月30日現在）

（＊）会社法第2条第15号に定める社外取締役、
　  第16号に定める社外監査役

（平成26年9月30日現在）



営業拠点のご案内 （平成26年11月30日現在）

H A C H I J U N I 　  B A N K 　

複数営業拠点所在地一覧

海外拠点
香港支店、大連駐在員事務所、上海駐在員事務所
バンコク駐在員事務所、シンガポール駐在員事務所

上越市

新井

信濃町

白馬

大町
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安曇野市
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塩尻市

南木曽
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岡
谷
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下
諏
訪
諏
訪
市

茅野市

富士見

小海

佐久町

佐久市

千曲市

坂城

上田市
田
中

小
諸

御
代
田

軽
井
沢
町

長野市 須坂市
小布施

中野市
山ノ内

飯山

高崎

熊谷

太田
法人営業所

大宮

川口

川越

所沢

池袋

新宿

八王子
三鷹

青山 東京
営業部

…複数店舗所在地（本店所在地）
…複数店舗所在地
…店舗名
…長野新幹線
…JR
…その他鉄道

（注）

■長野市
本店営業部、長野、県庁内、大門町、昭和通営業部（82プラザ）
長野駅前、長野東、七瀬、吉田、三才［出］、長野南、長野市場［出］
長野北、東和田、長野市役所、浅川若槻（82プラザ）、朝陽、風間
安茂里、豊野、新町、若穂、南長池、更北、川中島、松代、篠ノ井
今井（82プラザ）
■須坂市
須坂、須坂市役所［出］、須坂駅前
■中野市
中野、中野西
■千曲市
屋代、稲荷山、上山田、戸倉
■上田市
上田、上田市役所［出］、花園［出］、上田東（82プラザ）、丸子
三好町、塩田、川西、神科、真田
■軽井沢町
中軽井沢、軽井沢
■佐久市
岩村田、佐久市役所［出］、中込、野沢、佐久中央（82プラザ）
臼田、望月
■松本市
松本営業部、松本市役所［出］、松本駅前、深志、清水［出］
南松本（82プラザ）、村井、平田、寿、信州大学前、惣社
西松本、笹賀、つかま、浅間温泉、波田、梓川、ローンプラザ松本
■安曇野市
明科、三郷、豊科、穂高、ローンプラザ安曇野
■塩尻市
塩尻、塩尻西、広丘（82プラザ）
■岡谷市
岡谷（82プラザ）、岡谷市役所［出］、長地
■諏訪市
諏訪、上諏訪駅前、諏訪南、ローンプラザ諏訪
■茅野市
茅野、茅野駅前
■伊那市
伊那、伊那市役所［出］、伊那市駅前、伊那北、高遠、ローンプラザ伊那
■飯田市
飯田、飯田駅前、伝馬町（82プラザ）、八幡、天竜峡、上郷
飯田東、鼎、伊賀良
■上越市
高田、直江津、潟町、ローンプラザ上越



株式のご案内
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■事業年度
　毎年４月１日から翌年３月３１日
■定時株主総会
　毎年６月に開催いたします。
■配当金
　 期末配当金は定時株主総会終了後、中間配当を行う場合は、取締役会
の決議により、それぞれ期末配当金・中間配当金基準日の株主等にお
支払いいたします。

■株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関

■基準日
　定時株主総会　　3月31日
　期末配当金      　3月31日
　中間配当金　　　9月30日
　そのほか必要があるときは、基準日をあらかじめ公告いたします。
■公告方法
　 電子公告により当行ホームページに掲載いたします。
　公告掲載ＵＲＬ　http://www.82bank.co.jp/
　（事故等やむを得ない事由により電子公告による公告ができない場合は、
　  信濃毎日新聞及び日本経済新聞に掲載いたします。）

お電話でのお問い合わせ・ご相談

電話 0120-82-8682（通話料無料）
音声ガイダンスにより操作してください。
サービス内容により受付時間が異なります。
★携帯電話からもご利用いただけます。

八十二のハローはちに

◆ 商品・サービスに関するお問い合わせ・ご相談
（お客さま相談室）
 電話 026-227-0082
 受付時間／9：00～17：00
（土・日・祝日及び12/31～1/3を除く）

（金融円滑化苦情窓口）
 電話 026-227-0091
 受付時間／9：00～17：00
（土・日・祝日及び12/31～1/3を除く）

◆当行へのご意見・ご要望・苦情 ◆金融円滑化相談時の苦情

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
　 株 主 名 簿 管 理 人
    特別口座の口座管理機関

同 　 連 　 絡 　 先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部
〒137- 8081 
東京都江東区東砂七丁目１０番１１号
電話0120-232-711（通話料無料）

（ご注意）
１．株主さまの住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原
則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっ
ております。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取扱いできませ
んのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、
三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記の特
別口座の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問い合わせくださ
い。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行の全国各支店におきましてもお取次ぎ
いたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払い
いたします。

■全国銀行協会相談室
電話 0570-017109 または 03-5252-3772
受 付 日／月～金曜（祝日及び銀行の休業日を除く）
受付時間／9：00～17：00

■信託協会信託相談所
電話 0120-817335 または 03-3241-7335
受 付 日／月～金曜（祝日及び銀行の休業日を除く）
受付時間／9：00～17：15

銀行に関するさまざまなご相談やご照会、銀行に対するご意見・苦情を受け付けるための窓口
（金融分野における裁判外紛争解決制度）

　 H A C H I J U N I 　  B A N K


